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１ 基本方針改訂の趣旨                 

 

 同和問題を解決するため、昭和４０年(1965 年)に「同和地区に関する社会的

及び経済的諸問題を解決するための基本的方策」についての答申（以下「同和

対策審議会答申」という。）が出され、「同和問題は、人類普遍の原理である人

間の自由と平等に関する問題であり、日本国憲法によって保障された基本的人

権にかかわる課題であるとともにその早急な解決こそ国の責務であり、同時に

国民的課題である。」という認識が示されました。この「同和対策審議会答申」

を受け、昭和４４年（1969年）に「同和対策事業特別措置法」（以下「特別措置

法」という。）が施行されて以来、３３年間、数次の法の変遷を経て、同和問題

の解決のため諸施策が講じられてきましたが、平成１４年(2002年)３月末に「地

域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」が失効し、国

の特別措置法等を拠り所としていた同和行政は、大きな転換期を迎えました。 

 この間の特別対策により、一部に課題が残るものの物的な生活環境をはじめ

様々な面で存在していた格差は一定の改善が図られました。 

また、特別対策終了後は、教育、就労、産業等のなお残された課題について、

一般対策に一定の工夫を加え実施することにより改善が図られ、また、偏見や

差別意識の解消、そして人権意識の高揚についても、一定の成果をあげてきま

した。 

加須市（以下「本市」という。）においても、これまで、同和対策審議会答

申及び地域改善対策協議会意見具申等の同和問題に関する基本認識を踏まえ、

同和問題を人権問題の重要な課題とし、その解決に向け、取り組んできたとこ

ろです。 

しかしながら、全国各地において、依然として差別意識や偏見に基づくと思

われる結婚問題をはじめ、行政書士等による戸籍謄本などの不正取得事件や 

インターネットの匿名性を利用した差別情報の掲載などの大変残念な事象が後

を絶たない状況が見受けられ、同和問題における心理的差別は、いまだ課題が  

残っています。 
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このような状況を受け、平成２８年(2016 年)１２月には「部落差別の解消の

推進に関する法律」が施行されました。この法律は、「現在もなお部落差別が存

在するとともに、情報化の進展に伴って部落差別に関する状況に変化が生じて

いる」こと、「部落差別は許されないものである」ことを明記するとともに、こ

れを解消することが重要な課題であるとして、国及び地方公共団体の責務を明

らかにしています。 

さらに、令和４年（2022年）７月には、「埼玉県部落差別の解消の推進に関す

る条例」が施行されました。この条例では、部落差別のない社会を実現するこ

とを目的とし、部落差別の解消に関し、基本理念を定め、県、県民及び事業者

の責務を明らかにし、部落差別の解消を総合的に推進するために必要な事項を

定めています。 

これら同和問題に関わる社会情勢の変化や法制度の改正に適切に対応すると

ともに、令和３年（2021 年）２月策定の「第２次加須市総合振興計画」や「加

須市人権施策推進基本方針」との整合性を図るため、本基本方針を改訂するも

のです。 
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２ これまでの成果と課題                

 

 本市では、これまで同和問題の早期解決を市の重要課題と位置付け、教育・

啓発、環境改善、産業・職業、福祉などの分野における施策を積極的に推進し

てきました。その結果、一部に課題が残るものの物的な生活環境をはじめ様々

な面で存在していた格差は一定の改善が図られました。また、偏見や差別意識

の解消、そして人権意識の高揚についても、一定の成果をあげることができま

した。 

しかしながら、最近では、全国各地で相次ぐ戸籍謄本等を不正に取得し、結

婚や就職の身元調査に利用することやインターネット上の掲示板等を利用した

差別書き込みなど、差別意識や偏見によると思われる問題が発生しており、同

和問題は新たな局面を迎えています。 

このような状況を受け、平成２８年(2016 年)１２月に「部落差別の解消の推

進に関する法律」が施行されました。さらには、令和４年（2022年）７月に「埼

玉県部落差別の解消の推進に関する条例」が施行されました。 

今後とも、これまでの同和行政の成果と課題を整理し、同和行政の方針に反

映させることが必要です。 

 

（１）教育・啓発 

 教育・啓発の推進にあたっては、学校教育・社会教育を通じて各種の事業

を実施してきました。特別措置法施行以前においては、児童生徒の進学率や

学力面で地区外の児童生徒との間に大きな格差が見られ、さらに、教育の機

会が十分に保障されなかったために、学歴の格差や教育水準の格差が見られ

ました。こうした格差を解消するために特別措置法施行後、集会所や田ケ谷

総合センターを活用した学力向上学級や成人学級の開催のほか、奨学金制度

や入学支度金制度の利用を促進し、教育水準の向上と格差の是正を図りなが

ら、併せて仲間づくりや地域交流が促進されたことも大きな成果でした。 

 学校における人権・同和教育の推進にあたっては、同和教育を人権教育の
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中核に据え、各学校において全体計画や年間指導計画を作成し、計画的に進

めてきました。その結果、相手を思いやる心や仲間意識などが育ってきまし

たが、知的理解にとどまらず、態度や行動に現れる人権感覚を身につけてい

くことが課題となっています。さらに、教職員の人権意識の高揚は不可欠で、

今後も「差別の現実から学ぶ」を基本に、研修会や研究集会への参加を通し

て指導者の育成に努めていく必要があります。 

 また、学校、家庭、地域社会を通じて、幼児、児童生徒をはじめ、広く市

民に人権尊重の精神を培う人権教育を推進するため、民間運動団体関係者を

はじめ、学校教育・社会教育や行政機関の関係者で組織された「加須市人権

教育推進協議会」を中心に人権教育・人権啓発に取り組んでいます。 

 そのような中、戸籍謄本等を不正に取得し、身元調査などを行なうことや、

匿名性を利用したインターネットへの差別書き込みなど、差別意識や偏見に

基づくと思われる差別事象が発生しています。 

 令和元年（2019 年）１１月に市民１，０００人を対象として実施した「人

権に関する意識調査」においては、「同和問題に関する事柄で、特に問題があ

ると思うのはどのようなことですか。」の問いに、「結婚の際、周囲から反対

を受けること」が最も高い割合を示しています。 

一方で、「あなたのお子さんが同和地区出身の人と結婚しようとした場合、

あなたはどのように対応しますか。」の質問では、「同和地区出身の人である

かないかに関係なく、子の意思を尊重する」が最も高い割合を示す結果と  

なっています。 

このことから、心理的差別については解消する方向で進んでいるものの、

依然として同和問題に対する差別意識や偏見が存在しており、人権尊重の理

念や同和問題などに対する正しい理解がいまだ十分に定着したとは言えない

状況にあることが明らかになっています。 

 同和問題の解決を図るためには、市民の一人ひとりが同和問題に対する正

しい理解と認識を深め、偏見や差別意識を解消するための教育と啓発活動を、

さらに推進していくことが重要です。 
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（２）環境改善 

 「特別措置法」施行以前の環境については、住宅環境の立ち遅れが顕著で

あったため、住宅新築資金等貸付事業、小集落改良住宅や市営住宅の建設及

び道路整備等の住環境の改善に重点を置いて取り組んできました。 

 その結果、住宅、道路に関しては同和地区と周辺地区の格差は解消された

だけでなく、地域周辺全体としても整備が進み、利便性や利益の確保につな

がりました。また、集会所や田ケ谷総合センターの整備と併せて公園や幹線

道路の整備が進められ、地域住民の生活環境の改善が図られました。 

 こうした中、住宅新築資金等貸付事業については終了しましたが、貸付金

の償還において遅延者が残り、現在も課題となっています。借受者の高齢化

や生活状況の悪化により返済が困難となっている方や、返済が滞りがちな方

への適切な納付相談・指導が引き続き必要です。 

 

（３）産業・職業  

 本市には農業を営む世帯が多くあったことから、補助事業を活用した農業 

の近代化が進められ、農業の生産性は大きく改善され地域農業の振興を図る

ことができました。しかしながら、今日の農業をとりまく状況は、兼業化・

高齢化・後継者不足などに加え、国際化の潮流の中で大きく変わろうとして

おり、意欲的に農業に取り組む農業経営者や後継者への支援が必要となって

います。 

 職業や雇用情勢は着実に改善が進んでいますが、非正規労働者の問題も続

いており、構造的な格差社会を招いていることから、生活困窮者に対する支

援施策や各種の情報提供が必要です。 

 

（４）福祉 

 本市では、地域住民の福祉の向上や人権啓発の拠点施設として、集会所  

７か所と田ケ谷総合センターを整備するとともに、同和問題相談員を設置し、

生活上の相談に応じるなどの事業の充実に努めてきました。 
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 集会所では、地域住民の教養の向上や健康の増進を図るため、各種集会所

事業を実施しています。特に、児童生徒を対象にした小・中学生学級では、

参加した児童生徒の更なる学力の向上や仲間づくりを目指しています。 

また、田ケ谷総合センターは、各種教養文化講座の開催など、地域住民の

教育・文化の活動拠点であるとともに、様々な地域福祉活動から各種サーク

ル活動などにも広く活用されています。 

 今後も継続的に事業を展開し、地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発

の住民交流の拠点となる開かれたコミュニティセンターとして活用していく

必要があります。 

 また、乳幼児の健全な成長と発達を図るとともに、保護者の就労を支援す

るため、地域内に保育所を設置しました。その保育所における人権保育の推

進にあたっては、人権保育推進委員会の開催や、家庭支援推進保育士の活動

を通じて円滑な運営に努めてきました。 

 今後も子育ての支援が必要な家庭と子どもの保育を支えるとともに、差別

やいじめを許さない心を育む人権保育を、継続的に推進する必要があります。 
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３ 今後の同和行政の基本姿勢              

  

 同和問題は、人類普遍の原理である人間の自由と平等に関する問題であり、

憲法で保障された基本的人権に関わる重要な問題です。 

 本市では、これまでの成果と課題を踏まえ、差別意識の解消など残された課

題の解決のため、次の基本姿勢のもと施策を推進します。 

 

（１）人権行政の重要課題の同和問題 

 同和問題を人権問題という本質から捉え、人権行政の重要な課題として位

置付けて取り組むものとします。その解決は、全市民的課題であることを再

認識し、行政はもとより市民一人ひとりが同和問題を正しく理解し、認識を

深めるとともに、行政、市民、民間運動団体等が果たすべき役割を明確にし、

それぞれの役割を遂行する中で相互に連携し、同和問題の解決に取り組みま

す。 

 

 （２）差別意識の早期解消に向けた教育・啓発の推進 

    同和問題の解決のためには、差別意識の解消が大きな課題です。同和問題

を正しく理解し、人々の中にある差別意識や偏見を払拭するために、差別意

識の解消に向けた教育・啓発の推進を施策の中心に据えて取り組むことが極

めて重要です。 

    そのためには、同和問題の正しい理解と認識を深め、基本的人権を尊重す

る意識の高揚を図りながら、様々な差別意識を解消できるよう、創意と工夫

による効果的な教育・啓発を積極的に推進します。 

 

 （３）一般対策としての施策の実施 

     一般対策を活用し、必要とされる施策を適宜適切に実施し、同和問題の早

期解決を目指します。 
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４ 今後の同和行政の推進方向              

 

 （１）教育・啓発の推進 

  教育・啓発の推進にあたっては、これまでの取組の中で積み上げられてき

た成果と課題を踏まえ、同和問題を人権問題の重要課題として捉え、差別意

識や偏見の解消に重点を置いた施策に取り組みます。 

  学校教育の推進にあたっては、児童生徒の発達段階に即し、各教科・領域

や総合的な学習の時間などの特質に応じ、学校のあらゆる教育活動を通して、

人権尊重の理念についての理解と行動力を育てるように努めます。そのため、

教職員の人権感覚を磨くための研修を充実させ、資質の向上を図ります。ま

た、児童生徒支援加配教員については、その配置の経緯を踏まえ、活動がし

やすい環境づくりに努め、効果的な活動を促進するよう努めます。 

  社会教育の推進にあたっては、同和問題をはじめとする各種人権問題を 

テーマとした研修会などの学習機会を提供するとともに、生涯にわたる人権

教育が展開できるよう努めます。さらに、学校・家庭・地域社会との連携の

もとに、単に人権問題を知識として学ぶだけではなく、日常生活において人

権への配慮がその態度や行動につながるよう、指導者の育成を図ります。 

  人権保育の推進にあたっては、人間形成の基礎を培う極めて重要な時期が

乳幼児期であるということに鑑み、各種交流活動や児童虐待・いじめ等の予

防及び早期発見、さらには家庭教育の充実などの事業を通し、子どもの人権

を尊重し、子育てにおいて支援が必要な家庭と子どもの支援を図ります。 

また、本市では、人権教育・人権啓発活動の拠点施設として、集会所及び

田ケ谷総合センターを設置しています。これらの施設においては、小・中学

生学級や成人学級などの集会所事業、各種教養文化講座の実施や文化クラブ

の育成などを通じて、人と人との交流を図るとともに、お互いの人権意識の

向上に努めます。 

 さらに、北埼玉地区３市（加須市・羽生市・行田市）において民間運動団

体との連携のもと、「北埼玉地区人権フェスティバル」を開催し、世代を超え
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た多くの市民の参加をいただくことにより、広く交流機会の創出を図り、継

続的に人権の輪を広げていきます。 

 

 （２）相談体制の充実 

 同和問題をはじめとする各種人権問題に対する適切な対応と解決を図るた

め、各種相談支援事業を推進しています。 

 主な取組として、市の合同相談での人権擁護委員による人権相談や、同和

問題相談員または田ケ谷総合センターにおける同和問題をはじめとする生活

上の相談などを行っています。 

 今後におきましても、相談員のスキルアップや相談手法、相談窓口の周知

方法など創意工夫し、同和問題をはじめとする各種人権問題に関する相談に

的確に応じるための体制の充実を図るとともに、国・県・他市町村、ＮＰＯ、

民間運動団体等と連携を図り、広域的な相談支援・救済体制の充実を図りま

す。 

 

 （３）「えせ同和行為」の排除 

  同和問題を口実にした「えせ同和行為」は、同和問題に対する誤った意識 

 を植え付け、同和問題解決の阻害要因であるばかりでなく、国や地方公共団 

 体、民間運動団体等が、長年にわたり取り組んできた教育・啓発の効果を覆 

 す行為です。 

 このような「えせ同和行為」を対処するには、同和問題を正しく理解する

ことが重要であるとともに、不法・不当な行為に対しては、関係機関、他市

町村等と連携を図り、毅然とした態度で厳格に対処するなど、排除に向けた

対策を強化する取組を推進します。 
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５ 推進体制等                      

 

 （１）審議機関 

 同和問題をはじめとする各種の人権問題に対応するため、人権教育・人権

啓発に関する基本施策の検討や推進に関する審議機関として位置付けた「加

須市人権施策推進審議会」において、解決に向けた施策の総合的かつ効果的

な推進を図ります。 

  

 （２）推進組織 

  「加須市人権教育推進協議会」は、人権教育の推進を図り、同和問題をは

じめとする人権問題の解決に寄与し、明るい地域社会をつくることを目的に、

民間運動団体の関係者や行政・教育の関係者などが一つとなって構成された

組織です。 

  この協議会は、人権に関する講演会や研修会、啓発など人権教育の推進に

大きな役割を果たしていることから、引き続き、人権問題の解決に向け各種

事業を推進します。 

 

 （３）広域組織・関係機関との連携・協力 

  広域的な組織として北埼玉地区３市（加須市・羽生市・行田市）の行政・

教育・民間運動団体で構成する「北埼玉地区同和対策協議会」が設置されて

います。  

 この協議会は、北埼玉地区における同和関係機関相互の連絡を密にしてそ

の機能を強化し、同和行政の円滑な推進を図り、同和問題の早期解決に寄与

することを目的として設置された機関です。 

 今後も、北埼玉地区の３市が連携・協力するとともに、国、県、関係機関

との連携も図りつつ、同和問題の解決に努めます。 
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（４）民間運動団体との連携・協力 

 同和問題を解決していく上で、行政と民間運動団体との協力関係は重要で

あり、それぞれの役割と立場を明確にした上で、引き続き、相互の連携・協

力関係を保持するとともに、本市の運動団体対応については、平成１１年

（1999 年）１月に策定した「同和問題に取り組む民間運動団体に対する北埼

玉郡市統一対応基準」に基づき、行政の主体性を確保しつつ、同和行政を推

進します。 
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体系図 

加須市人権施策推進基本方針関係計画等関連図 

  
加 須 市 

第２次加須市総合振興計画 

第 ３次加須市人権施策実施計画 

・第２次加須市男女共同参画基本計画 

・第２期加須市子ども・子育て支援計画 

・加須市地域福祉計画（第３次）・地域福祉活動計画（第２次） 

・第４次加須市高齢者支援計画（加須市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画） 

・加須市障害者計画及び障害福祉計画（第６期）・加須市障害児福祉計画（第２期） 

・第３次加須市健康づくり推進計画 

                                                     など 
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人権教育及び人権啓発の 

推進に関する法律 

連
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第 2次加須市人づくりプラン 

加須市人権教育推進基本方針 加須市同和行政基本方針 

加須市人権施策推進 基本 方針 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加須市同和行政基本方針 
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